
仕事と生活の調和に
関する調査研究
（別事業）

トップセミナー等の開催

経済団体等と連携し、経営者や管理職を対象としたトップセミナー等を開催

■第４次男女共同参画基本計画（抄）

第３分野 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和
イ ライフイベントに対応した多様で柔軟な働き方の実現
・女性の活躍の必要性に関する経営者や管理職の意識改革、女性化
の活躍やワーク・ライフ・バランスの推進に向けた経営者の
コミットメントを促し、経営者のリーダーシップによる取組を
促進する。

■仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章（抄）
・関係者が果たす役割
仕事と生活の調和の実現のためには、まず労使を始め国民が積極的に取り
組むことはもとより国や地方公共団体が支援することが重要である。

■仕事と生活の調和推進のための行動指針（抄）
・国の取組
先進企業の好事例等の情報の収集・提供・助言、業務効率化のノウハウの
提供、中小企業等が行う労働時間等設定改善の支援等、仕事と生活の調和
の実現に取り組む企業への支援を推進する。

経営者や管理職等の意識啓発によるワーク・ライフ・バランスの必要性・意義の理解促進目的

事業概要

経済団体等 内閣府

・仕事と生活の調和に取り組むメリットや具体的
方法（好事例）等の普及啓発を図る。

・2013年から継続して開催。
・セミナー以外にも、啓発ツール（好事例集）を
活用した情報提供を随時実施。

連携 企業の先進的な取組事例
から制度の特性や手法を
分析（有識者による企画
委員会を実施）

⇒ 啓発ツール
（好事例集）を作成

事例集
活用

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現に向けた
経営者や管理職を対象としたトップセミナー等の開催
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